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サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所事前相談票 

作 成 日 ： 平 成 〇 年 〇 月 〇 日 

（内容を了解のうえで☑してください） 

☑ 介護保険関係法令及びその指定基準を充分に理解し、その他各関係法令に適合することができるため、サテラ

イト型看護小規模多機能型居宅介護事業所開設にあたっての事前相談を申し込みます。 

◎ 法人（申請予定者）の概要 

申

請

予

定

者

法 人 名 称 社会福祉法人 〇〇〇〇福祉会 代表者 介護 太郎 

法 人 所 在 地 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

法人設立年月日 平成 １７ 年 ６ 月 １ 日

法 人 連 絡 先 担当者氏名 高齢 福子 ＴＥＬ（日中の連絡先） ０２５－２〇〇－１２３４ 

指定居宅サービス

等その他保健医療

又は福祉に関する

事業の経験年数

事業内容 （経験年数等） 

介護老人福祉施設（１０年１カ月、平成〇年〇月～〇年〇月） 

（介護予防）訪問看護（３年５カ月、平成〇年〇月～〇年〇月） 

看護小規模多機能型居宅介護（３年５カ月、平成〇年〇月～〇年〇月） 

本体事業所の 
概要・運営実績 

事 業 所 名 看護小規模多機能ホーム 〇〇〇〇〇 

指 定 年 月 日 平成２６年〇月１日 

事 業 所 番 号 １５９〇〇〇〇〇〇 

所 在 地 新潟市中央区〇〇本町〇丁目〇番〇号 

移 動 時 間 
（本体⇔サテライト）

１８分 

過 去 １ 年 間 の

登録者数の平均

８５％ 

（備考）  

◎ 事業計画 

実

施

事

業

の

概

要

開始予定時期 平 成  ３ ０  年  ５  月 ※指定日は原則、毎月１日付けとなります。 

事業所名称（仮称も可） （仮称）看護小規模多機能ホーム 〇〇〇サテライト 

設 置 予 定 所 在 地 新潟市中央区〇〇元町〇丁目〇番〇号 

併設施設の有無 ☑有 □無 名称・種別 〇〇〇介護事業所 

事業開始の動機 

(事業を行う理由)

〇〇〇・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・〇〇〇のため。 

提供するサービス

の 特 徴 ・ 特 色 

〇〇〇を特徴（特色）として・・・・・・・・・・・・・を目的とし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・〇〇〇なサービスを提供する予定。 

利用者確保の 

取 り 組 み 策 

〇〇〇によって・・・・・・・・・・・・・周知活動等を行い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・ことで継続的に事業を行えるよう・・・・・・・・・・・・・・・・〇〇〇していく予定。 

定員又は見込数 １８名 

通い時間帯 〇：〇～〇：〇 
通常の実施地域

新潟市〇〇区（〇〇・〇〇圏域） 

〇〇区（〇〇・〇〇圏域）宿泊時間帯 〇：〇～〇：〇 

介護保険外サービス

実施有無とその内容
☑有 □無 〇〇サービス（最大定員〇名） 

※事業開始以降

１年以上の実績が必要

※自動車等による移動に要

する概ね２０分以内

※直近１２か月の平均

（各月の登録者数の最大値の和÷各月の登録定員の和）×１００

※内容が記載しきれない場合

は「別紙のとおり」として、

項目ごとに記載したものを添

付してください。
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◎ 人員の確保 

人

材

／

人

員

配

置

管理者(就任予定

者) 
介護 花子 

介護サービス経

験 
☑有 □無 通算約 １５ 年 

人員基準上必要な職種 人数 確保方法・資格研修 常勤・非常勤の別

管理者 １人 本体事業所管理者を配置 ☑常勤 □非常勤

介護支援専門員 １人 法人内移動、研修受講中 ☑常勤 □非常勤

介護従業者（看護） １人 募集中 ☑常勤 □非常勤

介護従業者 ５人 法人内異動２名、募集中３名 ☑常勤 ☑非常勤

 人  □常勤 □非常勤

 人  □常勤 □非常勤

１週当りの所定労働時間 ４０ 時間 雇用契約完了(予定)年月日 平成３０年３月１５日頃 

介護サービス未経験者の数 １人 該当する職種 介護従業者 

◎ 事業所（施設）の設備 

建

物

等

の

状

況

建

物 

新築 ・改修の別 □新築 ☑改修 □その他 使用する権原 ☑自己所有 □貸借 □その他

着 工 日 平成３ ０年１月２ ０日頃 竣 工 日 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 １ ０ 日 頃

引渡日(使用可能日) 平成 ３ ０年３月１ ５日頃 主要備品搬入日 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 １ ９ 日 頃

建 物 の 構 造 鉄骨 造 １ 階建て

（既存建物の場合） H２４ 年築 建築基準法の用途 居宅 

関

係

部

署 

建 築 基 準 法 ☑確認済 □不要 □未了 福祉のまちづくり条例 ☑確認済 □不要 □未了

都 市 計 画 法 ☑確認済 □不要 □未了 屋 外 広 告 物 条 例 ☑確認済 □不要 □未了

消 防 法 ☑確認済 □不要 □未了 健康増進法(給食施設) ☑確認済 □不要 □未了

※関係所管部署との協議・確認記録書を添付してください。 

土

地 

都市計画区域 
☑市街化区域  →→→

□市街化調整区域 

用途地域 第一種中高層住居専用地域 

使用す る権原 ☑自己所有 □貸借 □その他

その他の法規制 農地法 ☑確認済 □不要 □未了 埋蔵文化財 ☑確認済 □不要 □未了

駐車場の確保 ☑有 □無 合計駐車台数（利用者等や職員に係る） 〇〇 台 

（備考）  

地域住民（隣接地権者をはじめ町内会又は所在自治会や周辺自治会）への説明・協議 ☑済 □未了 

※地域住民への説明・協議記録書を添付してください。 

◎ 資金計画 

資

金

確

保

初期費用 整備資金 〇〇，〇〇〇，〇〇〇 円 運転資金 〇〇，〇〇〇，〇〇〇 円

資 金 の

調達方法

（できるだけ具体的に記載してください） 

自己資金〇〇〇万円・・・・・・△△銀行から〇，〇〇〇万円を借り入れ・・・・〇〇〇により賄う。 

※「収入見込み」や「運営経費」については、収支見込予算シミュレーションを作成し添付してください。 

================================================================================================= 
≪ 添付する書類 ≫ 

１．予定地周辺図（住宅地図など） ２．事業所の平面図 ３．現況写真 ４．収支見込予算シミュレーション（任意様式） 

５．関係所管部署との協議・確認記録書（確認を要する全部署のもの） ６．地域住民への説明・協議記録書

※現時点の状況を分かる範囲で

記入してください。


